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 This paper on the vocational education in Japan is, first of all, comprehensively to analyze 
the meritorious actions up to now as wells as the current problems and the possible 
development in the future, of such short-term educational institutions as junior college (短期
大学), college of technology (高等専門学校) and technical college  (専門学校).  Furthermore, I 
should like to pay a critical attention to some of the discussion now in progress on the part of 
the governmental committee named the Central Education Council (中央教育審議会),and 
finally to make some suggestions for her subsequent report  the theme that “How the career 
education and the vocational one should be.” 
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１．はじめに 
 
筆者は、かつて文部省（現文部科学省）で短期高等教育機関である専門学校を含む専修学校の
振興を担当する専修学校企画官（初代）を務め、その後高等学校の職業教育（農業・工業・商業・
家庭・看護・水産高校：現在は専門高校）の振興を任務とする職業教育課長を担当した経験を持
っている。そして現在は、「深く専門の学芸を教授研究し、職業又は実際生活に必要な能力を育成
する」を主な目的とする女子短期大学の教員の職にある。いわば、後期中等教育から短期高等教
育にかけての職業教育を、長年に渉って、幅広く担当してきた経験を持っているといえる。 
現在、短期高等教育機関である短期大学・専門学校は、１８歳人口の減少と大学設置について
の規制緩和に伴う４年制大学の増大の中で、入学者の確保が段々厳しくなっている。また、我が
国は土地バブル崩壊後の１９９５年から２００５年にかけて「失われた１０年」といわれる経済
成長の無い時代が続いた。それからの回復の兆しがやっと見え始めた矢先の２００８年に起こっ
たアメリカ発サブプライムローン破綻に起因する世界経済同時不況の影響もあり、現在卒業生の
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進路の見通しがきわめて悪くなってきている。 
そのような時期に文部科学省の中央教育審議会は平成２１年１月「キャリア教育・職業教育特
別部会」を設け、「今後の学校におけるキャリア教育・職業教育の在り方について」の審議を開始
した。中央教育審議会で「キャリア教育 1・職業教育２」を特定して総括的に審議した例はなく、
今回の検討を通じて学校教育に新しい風を吹き込んでくれるのではないかと期待されている。 
このような状況の中で、これまでの私的な経験を踏まえて、中央教育審議会の審議の動向にも
触れながら、短期高等教育（短期大学・高等専門学校・専修学校の専門学校）の職業教育につい
て、それらがこれまでに果たしてきた功績を振り返りつつ、現在の問題点、今後の発展の可能性
について概観してみたい。 
 
 
２．文部科学省及びその政策の基本を審議する中央教育審議会における「職業教育」
のこれまでの取り扱い 
 
戦後、文部科学省がその政策の基本を審議する中央教育審議会の審議を踏まえながら行ってき
た職業教育への対応を概観すれば以下のとおりとなる。 
 
（１）後期中等教育段階 
 
旧制の実業高校をそのまま新制高校の中で職業高校（農業・工業・商業・家庭・看護・水産
高校）として衣替えした。これらは、平成１３年から「専門高校」と呼ばれるようになったが、
実態は変わっていない。 
 
（２）高等教育段階 
 
①戦前複線的に存在していた旧制大学、高等学校、専門学校などを、学制改革により４年制大学
に一元化した。 
②これにより、多様な高等教育の展開が狭められたことに加え、社会の復興とともに、教育の機
会拡大を望む国民の期待は大きくなっていった。それに応える形で昭和２５年「当分の間」（学
校教育法附則第１０９条）の措置として、２～３年生の短期大学制度が発足した。 
埼玉女子短期大学研究紀要 第 21 号 2010.03 
 －174－
 その後、中央教育審議会において、「短期大学制度を職業教育等に重要な役割を担う機関とし
て恒久化」が提言されるなど、法的位置付けをめぐって１０年以上も揺れ動いたが、昭和３９
年の学校教育法の一部改正によって、恒久的な大学としての地位を獲得した（学校教育法第１
０８条）。 
③終戦から復興し、昭和３０年代になって高度経済成長を目指すに際し、専門的技術者の養成が
必要とされ、昭和３７年国立を中心とした高等専門学校制度が創設された。しかし、これは平
行して起こった高学歴化の進展の中で、４年生の工学部の設置が進むに従って、それに依存す
る形で更なる展開をみることは無く、マイナーな形で存在することになった。 
④上記③と同じ理由で、社会的な人材養成機能を果たしている一定水準以上の各種学校を、一段
高い規制の中で振興していくことの必要性が昭和３０年代以降叫ばれていた。しかし、外国人
学校の位置付けをめぐって論争があり時間がかかったが、昭和５０年の学校教育法の改正によ
り、専修学校（高校卒を受け入れる高等教育段階のものは専門学校と呼ぶ）として創設された
（学校教育法上は第１条に規定される大学・短期大学・高等専門学校とは異なり、第１２４条
以下に規定される教育機関とされている）。 
⑤４年制大学については、「学問の府」としてこれまで「職業教育」の議論の外に置かれてきた。
工学部系においてさえ、「大学において行うのは学問（知識体系）」と定義付け、知識・理論に
偏してきた。企業側からも、高度経済成長が続く中で「企業の人材養成は企業で行う、大学は
人材選別機能に専念し、白紙の状態で企業に渡してほしい」とまで言われ、それをいいことに、
技術者教育には興味を示してこなかった。 
 前述のように、これまで文部科学省及びその政策の基本を審議する中央教育審議会で「職業教
育」を特定して総括的に審議した例はない。いわば同省においては、これまでその時代の要請に
より弥縫的な「職業教育」の対応をしてきたことはあったが、真剣に「職業教育」を全体として
検討してきたことは無かったといえる。 
高等教育段階での職業教育への対応についても、それぞれの時代への対応としての、短期大学
制度、高等専門学校制度、専修学校（専門学校）制度の創設のみである。それはすなわち高等教
育機関の職業教育といえば短期高等教育機関での職業教育の問題ということになる。以下におい
て、それらの短期高等教育機関が職業教育機関として果たしてきた役割と現状、今後の課題、将
来の展望について制度発足の順序に従って考察し、最後に、平成２１年７月に出された中央教育
審議会キャリア教育・職業教育特別部会（以下「中教審・職業教育部会」という。）の審議経過報
告（以下「審議経過報告」という。）について意見を述べ、さらに同部会の今後の審議への要望に
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ついても述べておきたい。 
 
 
３．短期大学 
 
（１）短期大学発足の経緯と果たしてきた役割・機能 
 
 前述のように、戦前の複線的な高等教育機関が、戦後の学制改革により４年制大学に一元され
たことにより多様な高等教育の展開が狭められたことに加え、社会の復興とともに、教育の機会
拡大を望む国民の期待は大きくなっていった。それに応える形で昭和２５年、「当分の間」の措置
として、２～３年生の短期大学制度が発足した。その後、専門的技術者養成機関としての「専科
大学法案」等の議論を経たのち、昭和３９年の学校教育法の一部改正によって、恒久的な大学と
しての地位を獲得した。 
 現在では、昭和５０年文部省令「短期大学設置基準」の制定、認証評価機関による第三者評価
制度の導入（平成１４年学校教育法の一部改正）、平成３年の「準学士」の付与を経て平成１７年
には「短期大学士」の学位の付与（平成１７年学校教育法の一部改正）が実現し、名実ともに４
年制大学と同等の大学としての地位を確保しているといえる。 
 発足当初は１４９短大、学生１万５千人強であったが、団塊の世代を中心とした高等教育の大
衆化の受け皿の役割も果たして拡充し、学校数はピークの平成８年には５９８校（発足時の４倍）、
学生数は平成５年５３万人（発足時の３５倍）に達し、拡大する高等教育入学者の約２割を常に
担ってきた。 
 短期大学制度は技術者養成教育の期待を受けて発足したため、発足当初の昭和２５年当時は、
短期大学の約半数が男子校又は共学であり、全短期大学生のおよそ６割が男子学生だった。その
後女性の社会進出が進み、その高等教育の必要性が高まる中で、身近な存在で自宅から通学しや
すく、費用も４年制より低廉な短期大学が女子教育の場としてクローズアップされ、スタートか
ら５年後の昭和３０年には、女子の短期大学への進学率が４年制大学への進学率を上回るように
なった。その後、男子の４年制への進学が高まったことと、高等専門学校が発足したこともあり、
短期大学生総数における女子学生の比率は、毎年９割前後で推移し、女子用の短期高等教育機関
としての性格を強めていった。 
 短期大学が主に女子の高等教育セクターとして発展してきた経緯から、短期大学はその時々の
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女子教育に求められる社会的ニーズに応える体制を積極的に整えてきた。 
 昭和４０年代初頭までは、学校教育を終えた女性は卒業後の早い時期に家庭の主婦となる社会
的傾向が強かった。このため、短期大学の学科は英文・国文などの人文系、教養系、家政系が主
流で、いわば花嫁学校の色彩を有していた。 
 その後、高度経済成長によって幼稚園や保育所の設置が増えると、短期大学に保育科が増加す
る。職業教育的性格を強く帯びた保育科の設置は、それまでの短期大学の性格や教育内容に根本
的な変革をもたらした。女性の社会進出がさらに本格化・多様化すると、短期大学の学科も実務
傾向が強まり、外国語科や秘書科などが人気を集めていく。 
 特に秘書科３については、昭和４０年代から始まった高度成長の中で、拡大する企業の業務を
支援する人材養成の役割を果たすものとして人気を得ることになり、多くの短大でその設置が行
われた。従来の家政系は教養ある家庭婦人の養成を目指すものであったが、秘書科は企業内で男
性をサポートする女性を養成するものであった。このような、当時の企業側の拡大の過程での業
務形態の変化に伴う新たな女性労働形態の必要性と、短期大学側の運営戦略とがうまくかみ合っ
て、一時短期大学秘書科は女子短期大学独特の分野としてかなりの隆盛をみることになった。 
 しかし、男女雇用機会均等法（１９８６年施行（男女差別をしないように努力）・１９９９年改
正（男女差別を禁止））以後の女性労働の変化（女性の高学歴化、女性の勤続年数上昇、女性の職
域拡大に伴う女性限定職の衰退）などに伴い、時代の変化に伴う短期大学教育と労働市場のずれ
が出てくることになり、短期高等教育の短期大学における女子労働者教育の限界が見え始めてき
た。 
 すなわち、経済全体のサービス経済化、ソフト化の流れの中で女性事務職の仕事内容も高度化
するとともに、ホワイトカラー事務職も二極化する傾向が出てきた。 
 １９９５年の日経連の雇用ポートフォリオにおいても次の点が指摘されている。 
①補助的職業の非正規雇用化（正社員としての短大卒若年短期労働者の需要低下） 
②事務職の高度化に伴う女性大卒者の参入（「準専門職」育成の短期教育機関としての限界） 
 短期大学が時代に合わせて共学化、四大化へと変化する中、短期大学の女子特有の労働教育プ
ログラムが維持できなかったところに限界があった。１９９０年代後半からの１８歳人口の減少
に呼応するように、女子を中心とした短期大学は急速に衰退のみちをたどることになった。 
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（２）短期大学の現状 
 
 上記のように学校数平成８年の５９８校、学生数平成５年の５３万人をピークに、社会全体の
高学歴傾向の中で、女子の４年制大学への進学率が上昇し、平成８年には女子の４年制大学への
進学率が初めて短期大学への進学率を上回ると、短期大学は急激な減少傾向を見せ始めた。平成
２０年現在で、学校数は４１８校と昭和４０年代前半の水準に逆戻りしている。 
 短期大学全体の定員充足率も、平成１１年に１００％を割って以降、その率が下がり続ける状
態となっている。学生数全体は平成５年５３万人が１５年後の平成２０年には３分の１以下の１
７万人にまで急減している。 
 このような短期大学学生の急速な減少は、短期大学の経営に深刻な事態を引き起こしており、
平成１８年度では短期大学の５３．４％が赤字経営という事態になっており、短期大学制度自体
の存在意義が問われるような状態になりつつある。 
 
（３）日本私立短期大学協会における再生への検討 
 
 上記の窮状を打開するため、日本私立短期大学協会は平成１９年１１月に「短期大学教育の充
実に関する検討特別委員会」を設け、平成２１年１月１６日「短期大学教育の再構築を目指して
―新時代の短期大学の役割と機能―」の報告を出している。 
 同報告の概要 
 新時代の短期大学像として、中央教育審議会答申の「将来像答申」（平成１７年）や「学士課程
教育の構築に向けて」（平成２０年）等を参考にして、次のような提言をしている。 
①「新たな短期大学の役割」として、ア高等教育の機会均等を確保する役割、イ教養教育の担い
手として、ウ職業教育の担い手として、エ地域の生涯教育の拠点として、オ国際化・グローバ
ル化の担い手として、カ２１世紀学習社会の担い手として、を掲げている。 
②「新たな短期大学の機能」として、ア２１世紀型市民教育の推進、イ職業一般に必要な実務能
力の育成、ウ特定分野での専門職業能力の育成、エ地域の人材ニーズに対応した教育、オ学士
の学位への接続教育、カ地域の生涯学習拠点、キ外国人留学生・研修生・労働者の教育、を掲
げている。 
③そして上記①及び②を参考に「各短期大学の建学の精神や教育理念に基づいて適宜選択し、比
重を検討すべきである」と各短期大学の取り組みを促している。 
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④また、「短期大学の特徴を明確化し、再構築の基本方向を広くアピールするために、育成すべき
人材像を「創造性と倫理性を備えた、新たに社会の中心的役割を支える良質で勤勉な社会人で
あり、我が国の人材立国を支える中堅実務者」と新たに定義している。その実現のためには、
教養科目と専門科目を有機的に連携させ、さらに問題解決能力や自己表現能力など基礎的知力
を高めつつ、全人的教育をより一層重視することが肝要である。すなわち、自己の在り方や人
間性そのものを深く洞察する人間教育を基本にし、職業教育を包含した独自の内容で、幅広い
教養を備えた「２１世紀型市民」を育成する必要がある。近年、学生気質の多様化、目的意識
の希薄化、学習意欲の低下など学生指導の困難さは確実に増している。丁寧な個別対応ができ
る短期大学教育は、こうした時代にこそ活かされる。少人数教育による、相互の深い理解と共
感に基づく人間関係の形成によって、活発なコミュニケーション能力を養い、さらに女性とし
てマナーの教育に力を入れ、短期大学としての特徴を発揮していく必要がある。」と指摘してい
る。 
⑤さらに、中教審答申「学士課程教育の構築に向けて」（平成２０年）が提言している「三つの方
針」 ア学位授与の方針（ディプロマ・ポリシー）、 イ教育課程・実施の方針（カリキュラム・
ポリシー）、 ウ入学者受け入れ方針（アドミッション・ポリシー）、に対応して「短期大学学
士力」の実現に努める必要があると提言している。 
同報告の内容は以上のとおりであるが、これまで言われてきた短期大学振興策を網羅的に並べ
たものであり特段新味はない。学生の落ち込みに伴って経営の苦しくなっている短期大学におい
ては、これらのことは当然検討し、取り組んできたものと考えられる。それにもかかわらず経営
困難になっているところに問題の深さがあるものと思われる。 
 
（４）短期大学の将来展望―職業教育の充実強化の必要― 
 
①就職率の激減 
 もともと発足の経緯が、戦後の４大一元化の弊害を是正するため、職業教育の担い手として登
場した短期大学は、教養教育の基礎の上に立って、多様な職業に関連する教育を展開し、特に企
業等における事務職や営業職、販売職、サービス職など様々な職業人を多数育成し、産業社会を
広く支えてきた。同時に資格社会を反映し、取得可能な国家資格を生かした専門職業人として、
卒業生たちが活躍の場を広げてきた。そのため、これまでは短期大学は４年制大学に比べて遜色
ない就職率を誇ってきた。 
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 しかし、昨年からの世界同時不況の中で、就職氷河期を迎えることになり、平成２１年１１月
２０日付け朝日新聞朝刊によると、１０月１日時点の来春卒業予定者の就職内定率は、大学６２．
５％（私立の女子は５７．３％）、短期大学２９．０％（過去最低）とのことである。短期大学は
厚生労働省が９月末時点の数値として発表している高校生の就職内定率３７．６％よりも低い数
字であり、危機的な状況である。 
 未曾有の経済不況の中で、就職難、リストラが厳しく、正規職員になるのが最大の安定確保と
考えられるようになった世の中で、就職率の急激な低下は、陰りの見えている短期大学入学者の
確保に大きな影響を与え、経営困難になりつつある短期大学に致命的な打撃を与えることにもな
ろう。 
 このように短期大学の就職率が急激に落ち込んだ理由は、次のような事情によるものであろう。 
 今般のような就職難が到来する以前は、４年制女子の就職とは別に、女子短期大学の学生用の
就職ポストが確保されていた。その背景には、短期大学が当初から職業教育を意識し、時代の動
向に合わせた実務教育を早い段階から導入してきたことが挙げられる。 
 そして、これまでの実績を踏まえて、事務職、営業職、販売職など、各企業が短期大学卒業程
度の学歴の勤労者で充足したいと考える職種が多いと考えられたことが推測される。それは同時
に、短期大学がどの産業においても通用する、応用範囲の広い職業教育の機能を果たしているこ
との証左でもあった。 
 ところが、昨年以来の超就職氷河期を迎え、それまでにも早まる傾向があった就職活動がさら
に速くなる中で、４年制大学の学生が内定確保に向けて、企業側に対し極めて積極的なアプロー
チを行うようになった。企業もそれにつられて、早い段階で内定を出してしまい、従来と同じよ
うに短期大学生が動き始めた時には、以前は短期大学用に考えていたポストまでなくなってしま
っていたものと推測される（朝日新聞平成２１年１２月１日付け朝刊においても今年の就職戦線
の厳しさの中で短期大学に大きなしわ寄せがきていることを指摘している）。 
②職業教育の充実強化の必要 
 このような、危機的な状況に対応し引き続き短期大学の使命を果たしていくためには、短期大
学の就職支援体制を一層強化するとともに、職業教育の抜本的な充実強化に努め、その内容改善
に取り組む必要がある。 
 就職支援体制の強化については、文部科学省もその必要性を痛感し、平成２１年度の事業とし
て「学生支援推進事業」を設けた。７月７日にその採択状況が公表されているが、短期大学単独
８４校、４年制との共同１９校が採択され、１０３の短期大学で、就職活動支援・キャリア教育
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の強化に取り組んでいる。これらを中心に、きめ細かい就職支援の充実が必要であろう。 
 職業教育の充実強化については、専門職業能力の育成を図る学科とそれ以外の学科を区別して
考える必要がある。 
ア 専門職業能力の育成を図る学科 
 短期大学の特色の一つとして、卒業生が専攻した学習成果を活かして、いわゆる専門就職をす
る割合が高いことが挙げられる。短期大学の卒業生が技術的・専門的職業に就く割合は５４．１％
であり、４年制大学の３２．４％を大きく上回っている（平成 2０年度「学校基本調査」）。これ
は、特定分野における専門職業能力の育成に短期大学が大きな力を発揮していることを示してい
る。そういう意味で、短期大学は、現在も、制度発足の際と同様に職業教育機関の色彩を強く持
った機関といえる。 
 短期大学は、保育士や幼稚園教員養成等の保育・幼児教育、介護福祉養成等の社会福祉の分野、
栄養士養成等の食物栄養分野、秘書業務の専門職の養成分野において、専門的職業に必要な教育
が行われ、長年にわたり人材供給を果たしてきた。こうした職業分野における短期大学の競争能
力は依然強く、各界からのニーズも非常に高い。この学科の入学志願者も、そのほとんどが専門
就職を強く意識している。 
 近年の経済不況により、日本の相対的貧困率（国民の平均収入の半分以下の収入の者の割合）
が高いことが指摘されており、今後これが高等教育への進学についても次のような影響を与える
ものと考えられる。 
㋐ より職業資格に結び付く学部・学科への進学が高まるであろう。 
㋑ 学資が少なくて済む短期高等教育への志望者が一定割合は存在するであろう。 
ということである。 
 その中で、短期大学の専門的職業に結び付いたこの分野は引き続き恒常的に入学者を維持して
いくであろうと予測できる。 
 特に、保育士や幼稚園教員養成等の保育・幼児教育分野は、厚生労働省の推定でも、保育所に
入れない待機児童は潜在的には１００万人を超えると予測されていることから、それに関連する
保育士等の人材養成の需要は今後も安定的に推移していくであろうと考えられる。 
イ 教養・人文系の分野の学科 
 問題は、そのような特定分野での専門職業能力の育成を行っていない、教養・人文系の分野で
ある。上記アの㋐のメリットがない中で、入学者の確保・卒業者の就職先の確保の両面にわたっ
て苦しい立場に置かれることになる。 
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 本年度から、採用活動が大学側と企業側の合意で卒業年度の４月からとの申し合わせがなされ
たが、それ以前に採用を伴わない会社説明会は実施可能である。この会社説明会はこれまでの例
からして４年制大学を中心に行われることから、４年制大学は会社説明会を通じて会社側とコン
タクトが取れる可能性が増大し、４月から採用が始まった時点で、すでに有利な立場に立ってい
る場合が多いであろう。このため、短期大学教養・人文系が就職活動で動き始める前に、採用枠
が埋まっていることも予想され、短期大学が不利になることが予想される。 
 これを克服するには、次のような対応が必要であろう。 
㋐キャリア教育の徹底を図り職業に対する確固たる意識を持たせること 
㋑可能な限り職業に結び付く科目の設置増を図ること 
㋒マナー教育の充実を売り物にすること 
 これまで、短期大学卒業生のおよそ半数は、さまざまな業種の一般企業へと就職している。社
会の要請に即応し、いずれの業種、いずれの職種にも有用な汎用的実務能力の育成を図る短期大
学の職業教育の長年の実績が評価されてきたが、厳しい時代においても、ますますその機能を強
化していくことが期待される。それに託してみるしかないとも言える。 
 その際、参考となる指標が各方面から出されている。経済構造の変化により、企業内教育での
人材養成が困難になったことから、近年、大学等在学中に身につける必要があるものとして、提
言されているものである。中央教育審議会の「学士課程教育の構築に向けて」（平成２０年１２月）
の「学士力」、経済産業省の「社会人基礎力に関する研究会―中間とりまとめ」（平成１８年１月）
の「社会人基礎力」、厚生労働省の「若年者の就職能力に関する実態調査結果」（平成１６年１月）
の「就職基礎能力」等である（資料１）。これらはそのまま、短期大学においても当てはまることで
ある。 
 これに関連して、平成２１年５月２３・２４日の両日長崎大学で開かれた日本高等教育学会に
おいて、「社会人基礎力」等についての議論が行われた。その席上、「これらは政治的な発想から
きている面がある」、「大学人からの提案が必要ではないか」等の意見が出された。確かに、経済
産業省は、日本経済の不況により、かつては多くあった民間企業への天下りがほとんど出来にく
くなっており、人材派遣の活路を教育界に見出そうとしている。「社会人基礎力」の提言もそのよ
うな関係から、文部科学省に先手を打って提唱した色彩が強い。また、中教審の「学士力」もそ
れに対抗して、あわてて出された感が強い。いずれにしろ、今後の人材養成の目標にはなりうる
であろうが、上記の経緯も勘案しながら、それぞれの短大に必要なものを採択していくのがよい
であろう。 
埼玉女子短期大学研究紀要 第 21 号 2010.03 
 －182－
                                    資料１ 
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 なお、その学会に参加して感銘を受けたのは、「大学人からの提案が必要ではないか」という観
点から広島大学高等教育研究センター小方直幸教授が発表した「Happy Worker」についての研
究である。この研究は、まだ取り組み始めたばかりであるが、それぞれの学校種で学んだ卒業生
がどれだけ Happy な気持ちで働けるかが大切であり、そのために各学校種はどのような教育を
用意する必要があるかを見極めようとするもののようである。この考えを短期大学にも取り入れ、
短期大学卒業生が「Happy Worker」になる教育とは何かを考えてみることも必要であろう。 
 また、企業側が新規採用に当たって重視する点としては、資料２の（社）日本経済団体連合会
「２００８年度・新卒者採用に関するアンケート調査結果」（平成２１年４月）及び（社）経済同
友会「企業の採用と教育に関するアンケート調査」（平成２０年５月）（新卒採用選考の際、特に
重視する能力）（複数回答）がある。 
                                    資料２ 
 
 
 これらから見ると、短期大学生には、「熱意・意欲」、「コミュニケーション能力・表現力・プレ
ゼンテーション能力」、「協調性」等が重視されているように思える。 
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 これらを参考に各短期大学で考えるべきであるが、私の感想としては、短期大学においては、
「しっかりした職業意識を持たせるキャリア教育と女子短大生に望ましいマナー教育を徹底」し、
企業側から好感の持てる人材の育成に努め、就職率をできるだけ高める必要があろう。 
 
 
４．高等専門学校 
 
（１）発足の経緯と現状 
 高等専門学校は「深く専門の学芸を教授し、職業に必要な能力を育成すること」を目的として、
昭和３７年度から設置された。終戦から復興し、昭和３０年代になって高度経済成長を目指すに
際し、専門的技術者の養成が必要とされ、それに応えるものとして制度化されたものである。中
学校卒業段階という早期からの５年一貫の体験重視型の専門教育を特色とし、応用力に富んだ実
践的・創造的技術者の育成を行うと評価されている。多くの高等専門学校で卒業後さらに２年間
の専攻科が設置され、専攻科を卒業した者は、他大学の大学院に進む者もいる。また、高等専門
学校卒業生を受け入れる専用の技術科学大学が長岡と豊橋に設置されている。早期からの技術教
育で身につけた実践的技術力を踏まえて、さらに技術科学大学や他大学の大学院で専門的な研究
を進め大きな成果を上げ、事業経営者や東大をはじめとした国立大学の教員として活躍している
多くの例がある。 
 
（２）将来への期待 
 
 中教審・職業教育部会の「今後の学校におけるキャリア教育・職業教育の在り方について」の
審議の過程において、高等専門学校は技術者教育の成功例として高く評価されている。同部会が
７月の時点でまとめた「審議経過報告」の中で提言されている「高等教育機関における職業実践
的な教育に特化した枠組み」も高等専門学校の成功を先例として、それの高校卒版を作ることを
意図したものである。 
 高等専門学校が技術者教育として成功した理由としては次のものが考えられる。4 
①知識と技能を併せ持った実践的技術者を育てる教育が行われている。５年一貫教育で、専門科
目は大学と同程度の内容を、実験・実習、設計・製図等は大学よりもはるかに多い形で行われ
ている。 
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②１５歳から２０歳という発達段階にある青年に、５年一貫教育を通じて、大人への移行プログ
ラムが行われ「教養ある市民としての専門技術者」を育てる教育がしっかりと行われている。 
③５年一貫早期専門職業教育を受けた者に対し、専攻科、大学編入、大学院進学など、制度的に
上級への道が開かれており、より高度な専門技術者への進路もあることから、多様な社会的ニ
ーズに対応することができる。 
これに関連して、私は次のことを思い出した。 
 経済評論家内橋克人氏は日本の戦後の画期的なイノベーションの状況をまとめた「匠の時代」
（サンケイ出版）の「あとがきに代えて」（P294）において、「取材を通じて分かったことは、秀
れた開発者たちは、決して高学歴とはいえない面がある。旧制高等工業、あるいは新制の工業高
校出身の匠たちが多い。はっきりとそういう結果が出ている。ここに登場したような開発マン達
の世界を知れば、一体世の中の人は何のために東大、東大というのか、もういっぺん日本の社会
全体として考え直さざるを得なくなってくるでしょうね」と書いている。「戦後の日本経済のイノ
ベーションをリードしたのは大学で理論だけを学んだ者ではなく、早い段階から技術的な実践力
を学んだ者であった」と断言している。 
現在、この役割を担っているのは工業高校と同じように中学卒の早い段階から技術教育に触れ、
前期高等教育の段階まで落ち着いて実践を深めてきた工業高等専門学校卒業生ではないかと思わ
れる。中教審・職業教育部会においても、高等専門学校を高く評価し、同部会が提言する「高等
教育機関における職業実践的な教育に特化した枠組み」の、モデル的な成功例として掲げられて
いるのも、その趣旨によるものであろう。それだけ評価するのであれば、その拡充・発展こそ望
まれるところであるが、新しい枠組みの提言に主力が注がれ、その点に触れられていないのは残
念である。 
 このような成功例を、真に身につく学習の成功例として国民全体で評価し、若者に推奨してい
けば、我が国の教育全体が改善の方向に向かっていくことであろう。 
 
 
５．専門学校（専修学校） 
 
（１）発足当時の状況 
 
 専修学校が学校教育法の改正により制度化されたのは昭和５１年であった。専修学校には中学
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卒の者が進む「高等課程」と高等学校卒の者が進む短期高等教育機関としての「専門課程」（以下
「専門学校」と呼ぶ。）がある。専門学校は「職業若しくは実際生活に必要な能力を持った者を育
成し、又は教養の向上を図ること」を目的としている。柔軟な制度的特性を生かし、社会的要請
に弾力的に応えて多様な職業教育を展開し、実際的な知識や技術等を育成している。 
同年度中に各種学校のうちの専修学校基準に合致するものからの転換したものを中心に専門学
校１２４４校（学生数約９万人）が設置された。その後毎年増加を続け、私が初代の専修学校企
画官になった昭和５８年の時点では２４１３校（３８万６千人）となり、短期大学の学生数（３
７万９千人）を初めて上回る状況となっていた。増加の主な分野はパラメディカルの医療関係（看
護師・理学療法士・臨床検査技師等）、商業実務、外国語関係、情報処理・電子関係などであった。
しかし、専修学校制度は各種学校関係者の「各種学校の格上げを図り社会の人材養成に貢献した
い」という長年の念願によって成立したものではあったが、企業等の強力な要請によって成立し
たものでなかったためか、まだ社会の認識が深まっている状態ではなかった。それに加えて、専
門学校の他に、各種学校、株式会社立の無認可校が混在していたため、特に高等学校の進路指導
の先生から十分な信頼を得たものではなく、大学・短期大学に行けない者に薦める進路先という
位置付けがなされる傾向が強い状況であった。 
 したがって、初代専修学校企画官としては、①高校の進路指導の先生を中心に社会に広く専門
学校を認知してもらうこと、②専門学校の地位向上のための施策を充実すること、③概算要求に
おいて専修学校関係予算の充実を図ること、が急務であると考え、機会あるごとに関係方面に出
向き、専門学校の宣伝に努めることになった。 
①「高校の進路指導の先生を中心に社会に広く専門学校を認知してもらうこと」については次の
点を強調した。 
ア 専門学校は卒業資格に結び付く職業教育に徹していること。  
イ 専門学校は常に時代を切り拓く人材養成に取り組んできた。今は大学・短大のカリキュラム
として取り込まれているが、秘書、保育、栄養等、時代が必要とする人材の養成は専門学校が
先取りして取り組んできた。 
ウ 現在でも、経済の進展・高度化に伴って新しく発生してきたパラメディカルの医療分野、ビ
ジネス、情報処理、電子等の職種に関連する知識技術を的確にとらえて、人材養成を行ってい
ること。さらに、速記、ファッション、デザイン、ヘア・デザイン、テキスタイル、ホテル、
観光等独特の分野の人材養成を担っていること。 
エ 大学・短大はその当時は職業教育に力を入れておらず、そのため卒業後の職業能力に不安の
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ある大学・短大の学生は、大学・短大に通学しながら、専門学校に通うダブルスクール現象が
生じていること。 
オ さらには、大学・短大卒業後、職業能力の向上を求めて、改めて専門学校に入学する者もい
ること（この例として、「世界で活躍する日本のファッション界の人材は大学卒業後専門学校で
学んでいるものが多いこと。高田賢三（神戸市立大学中退）・山本耀司（慶応大学出身）・松田
光弘（早稲田大学出身）は、その後文化服装学院に入りなおしてファッションの勉強をして大
成していること。その他コシノヒロコ、コシノジュンコ、金子功も文化服装学院の出身。要す
るに日本を代表するファッションデザイナーのほとんどは専門学校出身である」と説明したこ
とはかなりの説得力があったものと思う。）。 
カ 専門学校は、新たに学校教育法の改正により基準を厳しくして位置づけられた制度であり、
各種学校・無認可の学校等と比べて、運営・教育内容等信頼できるものであること。 
①「専門学校の地位向上のための施策を充実すること」に関しては、関係方面への働き掛けが実
り、その後「国家公務員Ⅱ種受験資格」、「各種公的資格の受験資格付与・第１次試験免除」、「大
学編入の際の既習科目の認定」、「税法上の特定公益法人に追加」、「専門士の称号の付与」、「留
学生の処遇の改善」等が実現し、大学・短期大学生と同等の処遇が受けられるようになってい
る。 
②「概算要求において専修学校関係予算の充実を図ること」に関しては、私の時代に、「専門学校
の大型設備・装置への補助（現在は私立大学等大型設備費補助に吸収）」、「専門学校教育内容改
善充実研究経費」が実現した。その後も、各種の補助が実現し、残されているものは「経常費
への補助」くらいであろう。 
 
（２）専門学校の発展と現状 
  
その後の引き続く経済の発展、学歴の高度化への期待が続く中で専門学校は順調な発展を遂げ、
学校数は平成１０年の３，４７６校、学生数は平成５年の７０万人にまで拡大し、その時代の社
会が必要とする知識・技術・技能を持った人材を育成し、我が国の発展に貢献してきた。 
 しかし、平成３年をピークにした１８歳人口の減少とともに、大学設置制度の規制緩和により
大学の設置が促進されたことに伴い、専門学校の全体の学生数は下降の傾向を見せ始め、平成２
１年度では５５万人と、ピーク時の平成５年に比べ５分の４以下に急激に減少してきている（こ
れに伴い学校数も３，３５０校と、ピーク時の平成１０年に比べ２２３校減少している）。 
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 我が国の経済発展の時代に、その柔軟なカリキュラム編成が可能な特徴を生かして、時代が要
請する人材を的確に提供してきた専門学校が、経済の停滞の中で、新しい糸口を探しあぐねて苦
渋しているといえる。 
 
（３）今後の発展の方向 
 
①やはり専門学校本来の、時代の進展の中で必要とされている人材の方向を早くつかみ、その的
確な養成に努めることが大切であろう。 
 専門学校は秘書、パラメディカル、保育、電子・情報等、時代が必要とする人材の養成を先
取りして取り組んできた。その後、それらは大学・短大のカリキュラムとして取り込まれて行
ったが、常に時代を切り拓く人材養成に取り組んできた実績は褒められるべきであり、社会の
成熟と現在の経済停滞により厳しい面があるが、そこにこそ基本的な復活の原点を置くべきで
あろう。時代の動向を早くつかむとともに、柔軟な学校運営制度を活用して、それに必要な教
員を的確に確保し、時代の要請する人材育成に引き続き取り組んでいく必要がある。 
②現在東京都専修学校各種学校協会と広島大学高等教育研究センター小方直幸教授とによって、
専門学校の教育改善に関する検討が進められている。その中で小方准教授は、「大学全入に近づ
きつつある時代では、これまでの専門学校の売り物である「資格と就職率」だけでは十分では
ないのではないか、それ以上のものを考える必要がある」と指摘している。「それ以上のもの」
は今後の検討に待たれるが、私は、最先端の技術教育を可能とする教員の確保と豊富な実験・
実習を通じた実践力の養成ではないかと考える。 
③上記②の検討でも指摘されているごとく、専門学校在学生の約２割は大学等を卒業した者であ
る。これへの対応も真剣に考えていく必要がある。 
④現在の経済停滞を打開するために、政府が雇用対策を講じており、職業訓練的な講座について
政府の費用で受講が可能となっている。このように、経済が停滞する中で、新しい分野に進む
ための講座の開発にも積極的に取り組んでいくべきであろう。 
⑤後で述べるように現在中央教育審議会でキャリア教育・職業教育の在り方が検討されている。
その中で、技術教育を中心とした新たな短期高等教育機関の検討がなされている。その実現に
は今後さらに曲折があろうが、実現した場合はそれへの積極的な対応をすることが大切である。 
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６．平成２１年７月３０日に中教審・職業教育部会審議経過報告として報告された
「今後の学校におけるキャリア教育・職業教育の在り方について」について 
 
既述のように文部科学省の中央教育審議会は平成２１年１月「キャリア教育・職業教育特別部
会」を設け、「今後の学校におけるキャリア教育・職業教育の在り方について」の審議を開始した。 
当初は、「キャリア教育・職業教育」を根本的に掘り下げ、小・中学校から大学まで幅広く検討
する姿勢が示されたが、それらについて十分な審議が進まない中、７月には、それまでの審議を
まとめる形で審議経過報告として報告されることになった。 
 平成２１年７月３０日に中教審・職業教育部会が審議経過報告としてまとめた「今後の学校に
おけるキャリア教育・職業教育の在り方について」は、一応全般にわたって「キャリア教育・職
業教育」の内容・現状・今後の問題点・改善方策にも触れているが、主眼としては「高等教育機
関における職業実践的な教育に特化した枠組みの必要性」を提言することにおかれているように
思える。 
 そもそも、この問題が中教審で取り上げるようになったのは、生涯学習政策局長の諮問機関で
あった「専修学校問題検討会」が専修学校の充実の観点から「新たな学校制度の創設の検討」を
提言したものを受けたものである。その観点から、早期に問題提起をする必要があったのであろ
うが、あまりにも周辺の問題点の整理をしないままに提言されたため、拙速の感が強く出過ぎて
しまった。 
 そのような性格の審議経過報告ではあるが、内容的には、今回のテーマの「短期高等教育にお
ける職業教育」に密接に関連する。「職業実践的な教育に特化した枠組みの必要性」について考え
てみたい。 
 
（１）審議経過報告が指摘する「高等教育機関における職業実践的な教育に特化した枠組み」が
必要とされる理由と枠組みのイメージ 
 
①必要とされる理由 
ア 戦後の我が国の単線型の学校体系において、幅広い職業教育を含む多様な機能を大学教育に
期待した結果として、職業教育の意義や位置付けがあいまいになり、職業実践的な学校教育が
十分に展開されてこなかった面がある。諸外国の職業教育に関する高等教育機関の整備の状況
も参考に、職業実践的な学校教育を通じた人材育成を進める観点から、高等教育システムの在
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り方を見直すことが必要となっている。 
イ 現行制度では大学・短期大学のみが、高等学校卒業後の学生等に対して、学校教育法第１条
に規定する学校における「学校教育」としての職業教育を行う場と規定されている。大学・短
期大学においては、設置認可にあたり、教員構成やカリキュラム構成等に学術性も併せて求め
られ、特に職業との結びつきが強い分野を除き、職業実践的な教育体制に特化できる仕組みに
はなっていない。 
ウ 社会経済環境の変化や技術の進展、生活様式の変化に伴い、異なる分野の知識・技術等を統
合・総合させて、ものづくりや商品・サービス等を生み出していくことが求められる状況にあ
って、経済社会活動のボリュームゾーンをなす中堅人材として活躍する、さまざまな職業・業
種における実践的・創造的な職業人を養成していく必要がある。 
エ こうした要請にこたえるため、職業実践的な教育体制による学校教育を通じて、実践的・創
造的な職業人を育成する枠組み、すなわち「高等教育機関における職業実践的な教育に特化し
た枠組み」の整備を検討する必要がある。 
②「職業実践的な教育に特化した枠組み」のイメージ 
 職業実践的な教育に特化した枠組みについては、現行の学校制度において、実践的・創造的な
技術者を育成する枠組みである高等専門学校制度が、優れた実績をあげ、高く評価されている。
しかしながら、高等専門学校は中学校卒業者を対象に、５年一貫教育を行うものであり、その点
から見れば、高等学校卒業者を対象とした新たな枠組みを検討する必要がある。また、戦後の学
制改革で廃止した戦前の旧制実業専門学校が実験・実習・製図の実技科目に多くの時間を充てて
おり、実践的な技術者の養成に成功していたことも評価している。そして、それに沿うものとし
て、次のようなイメージの制度を提示している。 
ア 目的 
 ○職業との関連性を重視した実践的な教育を通じて、実践的・創造的な職業人を育成するプロ
グラム。 
イ 教育課程 
 ○実験や実習など、職業実践的な演習型授業の割合を重視（おおむね４～５割程度）。 
 ○関連分野の企業等への一定期間にわたるインターンシップの義務付け（実施体制の在り方に
ついて今後検討が必要）。 
 ○教育課程の編成過程における社会（関連分野の企業等）との連携・対話の制度的確保。 
ウ 教員資格・教員構成 
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 ○実務卓越性（実務知識・経験の有無、職業資格等）を有する教員を一定割合求めるなど、実
務経験等を重視。 
エ 対象者 
 ○高等学校等卒業者。生涯学習ニーズにも対応。 
オ 修業年限 
 ○２年若しくは３年の課程、又は４年以上の課程。 
カ その他の校舎、専任教員等の基準 
 ○大学・短期大学等における基準を基本。 
 
（２）審議経過報告に対する関係方面からの意見 
   
中教審・職業教育部会は審議経過報告に対して関係団体からヒヤリングを行ったが、おおむね
次のような意見が寄せられている。 
①審議が拙速すぎる。 
②「キャリア教育・職業教育」を根本的に掘り下げ、小・中学校から大学まで幅広く検討された
い。 
③新しい学校種を検討する前に、現行の学校種（大学・短期大学・高等専門学校・専門学校）の
職業教育の実態と問題点を検証する必要がある。 
④審議経過報告において人材養成が急務と例示している「実践的・創造的な職業人のハードウェ
ア・ソフトウェアの設計・開発、デジタルコンテンツの開発」等は、「４年制大学卒の優秀なも
のが入社後数年間の研鑽を経てやっと取り組めるものである」（同部会に経済界を代表して参加
している藤沢委員（経団連教育部会企画部長）の平成２１年６月３０日の同部会での発言）。 
 （審議経過報告において人材養成が急務としている例示） 
・ハードウェア・ソフトウェアの設計・開発 
・デジタルコンテンツの開発 
・電子制御・ハイブリッドエンジン等の技術進歩に対応した自動車整備の分野。 
・バイオテクノロジー分野におけるソフトウェアを用いた生命情報の処理 
・観光ビジネス、環境マネジメントなど、時代の変化に対応したビジネス分野 
・知識・技能の高度化・専門化への対応が必要とされ、既に職業に就いている者に対してさら
なる教育プログラムの提供が求められる分野。 
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⑤上記に鑑み慎重な審議をお願いしたい。 
 
（３）中教審・職業教育部会の今後の審議への要望 
 
 中教審・職業教育部会も上記の意見を踏まえて、９月から原点に帰って審議を再開している。 
今後の審議において、次のような認識に立って、キャリア教育・職業教育の充実を図り、受験
戦争に毒された我が国教育の現状を抜本的に変えていただきたい。 
 欧米各国・アジア主要国では、注５．に示すように、政府が高等職業教育に責任を負って社会
的要請に応え対応してきているが、我が国は、その場しのぎで短期職業教育の対応を行ってきた
のみである。職業教育の推進の観点から最初に考えた短期大学制度については、性格を明確化し
ないまま、一般の短期高等教育機関として恒久化した。唯一政府が産業界の要請に応えて積極的
に制度化した高等専門学校についても、工業系に限定されているのみでなく、その後私立大学工
学部の量的拡大が始まるとそれに依存し、さらなる発展をみることなく、マイナーな存在のまま
放置している。さらに、その後の高度経済成長に伴うサービス経済化、情報化の産業構造の変化
による新しい技術者・技能者の養成は私立専門学校の拡大に任せてきた。 
 その一方で、昭和３０年代から土地バブル崩壊まで続いた高度成長期の中で、完全雇用、終身
雇用、年功賃金制、新規学卒採用、社内教育による人材養成 4が一般化した。この下で、職業訓
練、福利厚生、生涯保障までまるごと企業に依存する他国に例を見ない日本型企業社会が確立し
た。 
 こうした構造の中で、親は無理をしてでも有利な就職が保障される一流大学に子供を送り込も
うとし、大学もその教育の質を問われることもなく、また専門職業教育など不要で、ブランドで
ランク付けられることになった。また、初等・中等教育も一流大学への受験競争によってランク
付けされることになる。この日本型特殊社会の構造の下、受験競争が過熱化し、より有利な学校
への進学が教育の至上課題となり、幼稚園から大学まで受験に有利かどうかによって判断するよ
うになった。このような受験競争の弊害は、受験テクニックの取得には優れているが、人間とし
ての成長はマイナス面に働いていることは、学校・家庭を取り巻く状況の中で明確に指摘されて
いることである。 
 現在、経済のグローバル化の中で、アメリカ発サブプライムローンの破たんによる未曾有の世
界同時の経済停滞が続いているが、その中で、日本型企業システムが崩壊し、社内教育などの企
業による人材養成は不可能となっている。このため、各企業においては、豊かな人間性を持ち、
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確固たる職業意識を持った人材を必要とするようになっている。それにもかかわらず、学校教育
の現場では、いずれの段階においても、このような認識についていけず、社会の要請と学校の対
応がミスマッチの状態になっている。このような認識に立って、キャリア教育・職業教育の抜本
的な見直しを行い、我が国教育の再構築を図っていくことは重要である。 
具体的には、次のことをお願いしたい。 
①小・中学校からのキャリア教育を充実し、自立心のある子どもを育てること。 
②昭和４０年代後半から受験戦争に有利な普通高校志向が高まり、都道府県においては、職業高
校から総合高校・普通高校への衣替えが多くなった。 
 しかし、中教審・職業教育部会で「一部の普通科進学校は別として、いわゆる有名大学への
進学がままならない多くの普通科高校においては、生徒が目的意識を持てず、高校での学習成
果は上がらず、部活動に意義を見出している学校が多くある」と指摘があるような状態である。 
 すべての高等学校生に、職業への関心を持たせる教育を充実すること。すべての普通科高校
において、職業キャリアの伸長を促す教育を導入し、例えば現在総合学科を持つ学校で開講さ
れている「産業社会と人間」というキャリア形成の科目の履修を義務付けするくらいの姿勢が
必要である。それに対して「１科目ぐらいでは効果はない」という反論もあるようであるが、
それは進学校の反発を恐れた意見でしかない。九州大学吉本圭一教授のように「普通科高校は
全廃する」（平成２１年６月３０日同部会での発言）くらいの思い切った方針を出さなければ、
学校歴主義に侵された現状の高校の抜本的な改革はできない。文部科学省及び中央教育審議会
は、委員の多くが「普通科の職業教育こそ必要である」という意見を述べていることに耳を傾
け、その改善を図る必要がある。それによってこそ、現在の学校教育の閉塞感を打ち破ること
ができるであろう。 
③中教審・職業教育部会でも専門高校における職業教育の評価が高い。正規職員就業率は男女と
も専門高校が他のどの学校種よりも高い（資料３）。私の短大教員としての経験からしても、専
門高校出身の学生は、高校時代にキャリア教育・職業教育の基本が身についており、短大での
職業教育に結び付いた科目の履修に積極的であり、各種資格取得にも意欲的である。その結果
短期大学において効果的な職業教育の成果を上げているように思われる（その一方で、普通科
卒業生はキャリア教育・職業教育への関心が薄く、職業教育に成果を上げていない例が多い）。
専門高校が素晴らしい成果を上げていることを取り上げ、幅広く国民にその優れた点を強調す
ることにより、早い段階から専門職業教育に取り組むことを奨励していただきたい。 
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資料３ 
 
 
④「高等教育機関における職業実践的な教育に特化した枠組み」は次の観点を含めて、検討して
いただきたい。 
ア 日本型企業システムが崩壊し、社内教育などの企業による人材養成は不可能となっているの
は事実である。また、経済の停滞に関連して、新しい産業の創出が期待されている。それらの
即戦力となる技術・技能者がどの程度必要か、その養成は「高等教育機関における職業実践的
な教育に特化した枠組み」が担うのが望ましいか、実証的に明確にしていただきたい。 
イ 注５．のように外国においては、技術教育を行う高等教育機関が整備され、学術を担当する
高等教育機関と同様の学位が与えられる傾向にある。我が国においても、これと同じような方
向をとるのが望ましいのではないか。九州大学吉本圭一教授は、学術的卓越性と実務卓越性は
同等に評価すべきであると主張され、これが自分のライフワークであると述べている（日本高
等教育学会第１２回大会２００９．５．２４：於・長崎大学 におけるシンポジウムでの発言）。
このような発想をする人が委員に参加していることは素晴らしいことである。このような観点
から我が国の教育の現状を抜本的に改善していただきたい。 
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ウ 専門高校からの進学希望者を、専門高校の学習成果を生かしながらさらに高度な知識・技術
を身に付けさせることを可能とする短期高等教育機関の設置が望まれる。中教審・職業教育部
会でも強く要請されていることでもあり、ぜひその実現を図っていただきたい。早い時期に職
業の分野に進んだ者が、その分野で実力を付けて、さらに高度な学習をしたい場合に、それへ
の道を開いておくことにより多様な高等教育が実現できることになる。 
エ 週刊現代（２００９．１２．１９号）では「日本の大学生」のテーマで１３ページにわたっ
て特集を組み、低経済成長の中で企業の採用形態も変わり、人間力を備えた即戦力が期待され
ている中で、「東大法学部生４００人が就職で右往左往の体たらく」、「平凡なのに就職面接官が
好きな大学（偏差値は低いが効果的な職業教育を行っている大学は就職試験で評価されてい
る）」等の現象が出ていることを指摘している。「たかが週刊誌の記事」と一笑に付することな
く、経済の変化に伴って社会も変わってきていることを認識し、新しい時代のキャリア教育・
職業教育の在り方を提言していただきたい。 
 
 
 
注 
１．キャリア教育：社会的・職業的自立に向け、必要な知識、技能、態度を育む教育（「中教審職業教
育部会」定義） 
２．職業教育：一定の又は特定の職業に従事するために必要な知識、技能、態度を育む教育（「中教審
職業教育部会」定義） 
３．「短期大学における秘書教育の展開と変容」（日本高等教育学会第１２回大会２００９．５．２４：
於・長崎大学 における発表資料）江藤智佐子（久留米大学講師） 
４．「若年雇用問題と高専モデル」（「高等専門学校の教育と研究」第１１巻第３号（２００６）） 久
松俊一（木更津工業高専名誉教授） 
５．欧米・アジアの主要国における高等職業教育の状況 
イギリス ポリテクニク（実学重視の専攻：柔軟な履修方法、非高等教育課程を含む幅広い資格・
学位の提供などを特徴とした。１９９２年以降はすべて大学に昇格し、現在は「新大学」グル
ープを形成している。） 
ドイツ  高等専門学校（従来後期中等の職業教育学校に位置づけられていた技師学校等が高等教
育機関に格上げされたもので、応用的実務志向。質の高い技術者の養成） 
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アメリカ コミュニティーカレッジ（高校卒業以上の幅広い年齢層を対象として学部段階前半レベ
ルのアカデミックな教育と職業関連の教育を提供し、修了者に準学士号の授与） 
オーストラリア 専門継続教育カレッジ（大学とともにオーストラリアの高等教育を担う公立の職
業訓練機関。専門資格等は大学で取得する資格と同等のものとして通用する） 
中国   専科学校・職業技術学院（いずれも高校卒業以上の年齢層に、生産、管理、サービスに
関して教育を提供し、専門的人材を育成。専科学校はサービス部門の教育に重点。職業技術学
院は土木、電気、コンピュータなどの技術者の育成に重点） 
韓国   専門大学（高校卒業以上の年齢層対象。専門職業人の養成を目的とする職業教育を提供。
専門学士号を授与） 
 
 
参考文献一覧 
 
（１）「短期大学教育の再構築を目指して―新時代の短期大学の役割と機能―」日本私立短期大学協会
（平成２１年１月１６日） 
（２）「今後の学校におけるキャリア教育・職業教育の在り方について（審議経過報告）」中央教育審
議会「キャリア教育・職業教育特別部会」（平成２１年７月３０日） 
（３）「全国専修学校総覧平成２２年版」財団法人専修学校教育振興会 
（４）「独立行政法人 国立高等専門学校機構概要平成２１年度」 独立行政法人国立高等専門学校機
構 
